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研究成果の概要（和文）：掘割再生活動で知られる福岡県柳川市の掘割および農業用水路について、その利用の
歴史的変遷について聞き取りを中心とした調査を実施し、現状を把握した。さらにその作業を通じて、この地域
の水と人の関係に生じている課題を把握し、課題解決に向けた人々の活動についても分析と検討を行った。課題
は都市部と農村部とでは異なるが、共通する課題として水管理の担い手の確保が課題となっていることがわかっ
た。

研究成果の概要（英文）：Yanagawa city is well known for its successful conservation of waterways by 
its residents in 1980's. However, the link between residents and waterways has been exposed to 
various challenges over time. Therefore, this study aimed at tracing the transformations of the tie 
between waterways and Yanagawa residents' daily life from 1960's to present.Data were collected by 
interviewing community leaders and accessing relevant secondary data sources and analysed using 
qualitative methods.Through this research it was revealed that the community-based-participation of 
Yanagawa residents for conserving waterways has been decreased over the time.However, there is an 
increasing trend for volunteer conservation groups to revitalize the conservation of waterways.   

研究分野： 環境社会学

キーワード： 小河川　水社会　コモンズ　水利用　生業　ノリ養殖　有明海沿岸地域　干拓地農村

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
現代の地域社会では、川離れが指摘される一方、地域によっては、観光等の新しい資源利用のための活動も観察
されるようになっている。それらの機能は生活機会充実機能と呼べる。こうした河川からの利益を享受するに
は、無秩序な水資源利用や水質劣化、通水機能低下、災害などの資源利用上のマイナス面を避けるために、人々
が組織的に川に手を入れていくことが必要となる。こうした諸課題は、環境社会学におけるコモンズ論の内容に
位置づけられる。本研究では、こうした生活機会充実機能の実態を小河川の流域という広がりで調査し、歴史的
に形成されてきた地域固有の「水社会」との関連性においてそれらの実態を明らかにした。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
（1）実践的な背景 
 川から人々の足が遠のく、川離れという現象が列島各地で指摘されている。川離れは、地域
の水環境に対する関心低下の顕れ方の一つであり、環境保全や防災にもたらす悪影響が心配さ
れている。そのなかで浮かび上がってきた課題が、河川のなかでも地域住民との関わりが強い、
あるいは、かつては強かった、小河川という場所への人々の関わり方の検討である。 
政府による公的管理の対象となっている大河川同様に、生活空間のなかにあって、最近まで

人々の様々な利用が見られた小河川でも、川離れは急速に進んでいるのだろうか。それとも、
人々の関心は再び川に戻りつつあるのだろうか。また、川離れが引き起こす問題は、住民たち
によってどのように理解されているのだろうか。 
 コモンズという研究視角から、川離れという現象を検討すると、（2）のように問題を定式化
することができる。 
 
（2）学術上の背景 
地域住民が管理に関わる可能性の大きい小河川は、関わる人々からみてコモンズ性の強い場

所であるといわれてきた。コモンズとは、利用したい人々が共同で関わるための組織、あるい
は、共同の利用対象を指している。 
組織に注目すると、コモンズとしての性質の濃厚な小河川には、2 つの機能が指摘されるこ

とが多かった。1 生活排水問題など、資源利用者の間に生じる競合の回避と、2 弱者救済を意
図した漁業資源等の分配調整機能である。それらの機能は、主に農村部の村落の管理下にある
小河川の歴史的な資源利用実態調査のなかで指摘されるようになった諸機能である。 
他面、現代の地域社会では、川離れが指摘される一方で、地域によっては、観光等の新しい

資源利用のための活動も観察されるようになっている。それらの機能は生活機会充実機能と呼
ぶことができる。コモンズとしての河川からそれらの利益を享受するは、無秩序な水資源利用
や水質劣化、通水機能低下、災害などの資源利用上のマイナス面を避けるために、人々が組織
的に川に手を入れていくことが必要となる。 

 
２．研究の目的 
本研究では、生活機会充実機能の強化のための人々の組織的な活動が具体的に見える場所と

して、有明海周辺地域の流域という広がりに焦点をあてて、小河川という場所への人々の関わ
り方とその変遷を把握することにした。 
この地域には、たとえば1980年代の堀割再生活動の成功で知られている柳川市が含まれる。

生活機会充実機能強化の一つである、市街地に限定した掘割再生活動については、すでに数多
くの研究がある。一方、都市計画、建築学の分野では、流域というより広域的な水のつながり
に視点をおくことによって、次の 2 点が指摘されている。第 1 に、有明海沿岸地域には、都市
部の下流に広大な干拓地の農村集落が位置するというユニークな地理特性がみられる点である。
また、第 2 の特徴として、上流の都市と農村が水流で結ばれているという空間的な特性が社会
構造の骨格を形作ってきたことも指摘されている（加藤仁美，1994）。  
本研究は、後者の空間特性に注目している。とはいえ、人々の川利用の実態に関心をおく場

合、流域という広がりをそのまま調査単位とすることには無理がある。そこで、人々の生活単
位に即して、すなわち都市部の自治会、さらに、農村部の水利組織などの小地域の調査単位を
設定し、小河川、水路と関わる人々の組織および活動内容とその変遷の把握を共通目的として
設定した。さらに、研究分担者それぞれの関心をも加味しながら、観光や環境保全等が意識さ
れた現代的な小河川利用の動きも併せて把握することにした。 

 
３．研究の方法 
小河川と関わる人に関心をおく本研究では、川の利用実態を人々の価値観、組織、制度と結

びつけながら明らかにすることが重要である。そのため、地域社会での川利用と関連する人々、
特に地域住民のフォーカスグループとのディスカッション、さらに、キーパーソンに対する回
顧的なインタビューを中心とする、質的な調査手法を選ぶことになった。また、現地踏査や文
献調査を組み合わせることで、内容理解を深める方法をとった。特に、重視したのは川利用の
現場での観察と地元に所蔵されている資料の収集である。 
なお、質問紙を用いた量的調査を加えることも考えられたが、小河川と地域社会との関係が

急速で、関わる人々にも変化が生じていること、さらに、川と関わる団体からのアドバイスを
受けたこともあり、フォーカス・グループ・ディスカッションや、インタビュー調査に切り替
えた部分がある。  
 
４．研究成果 
 有明海沿岸地域では、柳川市域がそうであるように、上流に城下町などの都市部があり、下
流には農村部が広がる。このユニークな空間配置は、海岸部の干拓によって農地が拡大してき
たという歴史的な経緯による。 
すなわち、有明海沿岸地域は干潮時には全湾域の 6分の 1が干潟として干出する日本一干満

差の大きな海であるとともに、河川からの旺盛な土砂運搬堆積作用ともあいまって、広大な干



潟地帯を形成してきた。そのような環境下において沿岸部の人びとは、古来より自然陸地化し
ていく干潟の開墾をおこなってきたが、とくに近世以降、積極的かつ継続的に干拓を展開して
きた。それはひとつには新田開発による農地の拡大が目的であったが、他面、干拓堤外におけ
る新たな潟土の堆積と干拓地の地盤沈下による後背地の排水不良の問題がつきまとってきたこ
とが背景にある。有明海の干拓実践はいわば「宿命」（千手，1967：67）であり、数十年に一度、
新たな干拓によってその困難を解消しつづける必要があった。そのように、人びとの生産に対
する意欲と置かれた環境条件との長年にわたる折衝の結果として、現在の空間配置がもたらさ
れているのである（五十川，2019）。 
となれば、小河川と人びととのかかわりにおいても、空間配置におうじた分析が必要となる。

そのため、研究成果は、上流都市部での川と人の関係、下流の干拓地農村での用水路と人々の
関係に大きく二分される。後者は稲作農業と関係が深い。さらに、下流農村の水路と人々の関
係については、かなり徹底的に用水路が改変されている柳川市域の下流地域農村についての水
路利用の調査と、従来のクリークの形態が残る佐賀平野の農村地帯についての水路利用に関す
る調査研究に分かれる。 
 
（1）上流都市部についての研究成果 
 1980 年代の堀割再生活動の成功によって知られる柳川市は、小河川を扱う本研究では上流に
位置する。市の施策でも堀割保全は重要課題とみなされている。これは、全国でも珍しい水路
課が設置されていることからもわかる。さらに、観光資源としての堀割の重要性も行政と市民
に広く共有されている。 
 1980 年代の堀割再生の原動力になったのは、広松伝（つたえ）という優れたリーダーと町内
会等に組織されていた地元の住民たちだった。しかし、本研究では、自治会での調査や柳川市
水路課での聞き取りから、有志による市民団体のネットワークの存在が再生活動の主要な担い
手になっていることを確認した。そこで、柳川市内の市民活動団体によるネットワークとその
関連団体のキーパーソンに対する聞き取り調査に重点をおくことにした。その結果、次の諸点
が明らかになった（松本,2018a.b）。 
①堀割再生の取り組みについて、市役所を中心に制度的充実や事業成果の蓄積が図られてい

る一方で、活動に長年関わった市民や活動家たちには、取り組みが後退しているとの危機意識
が共有されている。従来の堀割再生活動を支えていた柳川市の社会構造上の特性が失われつつ
あり、活動の担い手確保が困難になりつつあることがその背景にある。 
②その一方で、堀割再生と関わる有志の組織（任意団体、NPO）をつなぐネットワーク型の組

織が台頭している。柳川市役所水路課、「水の会」などの市民団体、柳川高校などの学校、企業
などを数珠玉式につなぐこうした組織は、地域の水路清掃活動の応援のほか、堀割の新たな価
値創造にも取り組もうとしている。こうした動向には、市民団体の中核的な担い手のなかに、
東京などの大都市で生活経験を有する Uターン者が多く、彼（女）たちの、生活者目線とは異
なる形で堀割の価値を評価された経験が関係している。 
③このほかにも、堀割の歴史的価値の発見を通じて、観光資源としての価値を生み出そうと

する観光案内ボランティアの試みや、暗渠化した堀割の上の駐車場を再堀割化して柳川らしい
まちづくりにつなげようとする柳川商店街の試みなど、外側（観光客）の視点によって「柳川
＝堀割の街」という地域に対する意味付けを獲得し、これを活かしてまちづくりを進めていこ
うとする動きがみられている。 
 

（2）下流域農村部の水路と人々の関係についての研究成果 
 小河川の下流にあたる干拓地には農村的景観が広がる。つまり、都市の下流に農村が位置し
ている。下流農村の稲作農業においては上流との関係が重要である。 
水利用についての上下流の村落同士の葛藤や協調は農村部では広くみられる。この上下流の

関係に生じる問題は、下流の都市用水需要増加によって上流農村の水利権問題がクローズアッ
プされた 1970 年代、一部の農業水利研究者の強い関心を引き、「水社会」論として実態解明が
進められた（玉城哲，1983）。上下流の「水社会」の維持や組織化は、干拓地ではより極端なか
たちで現れる。海の塩水を利用できず「害」として遠ざける干拓地は、恒常的に水不足の状態
にあり、上流からの水の確保が何よりも重要な問題となるからである。 
 「水社会」の維持は、干拓地農業に携わる人々にとって、過去の問題では無くて現代的な問
題でもある。この点は、たとえば、諫早湾干拓に伴う淡水化事業をめぐる地域社会の葛藤に明
らかである。また、農業水利近代化を促した要因の一つが、水不足や上流からの水の水質悪化
にあったことは、柳川市域を中心とした干拓地農村でのクリーク廃止や水路近代化の動向につ
いての加藤の研究（加藤，1994）にも捉えられている。特に、加藤が水利再編についての期待
とともに、従来の水管理を無効化する再編への危惧を農家の言動から指摘している点が重要で
ある。 
 柳川市下流域の干拓地農村での聞き取り調査では、上流都市観光業と下流農村農業との葛藤
という古典的「水社会」組織化の問題に加えて、新しい「水社会」の問題も登場していること
がわかった（牧野，2017）。 
干拓地農村では、水路を管理できる人々の高齢化や減少が水管理の危機として意識されてい

る。高齢化や減少の最も大きな要因は稲作農家の減少である。そのため地元では、稲作の保全



を水管理への人材確保という点からも進めなければならない状況にある。こうした水管理の人
手不足は、日本の農村部に共通する問題であるとともに、この地域固有の「水社会」が問題の
顕れ方を左右している。水管理の担い手減少への危機感はノリ養殖業者との関係をどうしてい
くのかという問題でもあるからだ。 
有明海沿岸では 1960 年代以降ノリ養殖が盛んになり、今では漁業の主力となっている。他方、

ノリ養殖に従事する漁業者の漁業協同組合は干拓地農家との水利用についてのローカル・ルー
ルを求めている。この新しい「水社会」の問題に対して、ノリ養殖漁家と農家が混在する干拓
地農村では、これまで以上に強力な水管理に対応する労働投下と担い手の確保が求められてい
るのである。 
一方、ノリ養殖等、海で作業する漁業者たちも、生活の拠点は陸地にあり、生活のなかで川

を利用してきた人々である。過去から現在に至るまでの小河川との関わりについては、漁師町
に住む人々にライフヒストリーの聞き取り調査を実施した。調査地の集落の横を流れている川
は、かつては多くの人々にとって生業に欠かせない場であり、ゆえにおのずと人が集まる場で
もあった。子どもにとっては遊び場であった。生活機会充実機能の観点からすれば、生業にお
ける川の利用が、結果的に生活機会充実機能の維持や強化につながっていたと考えられる。け
れども、その生業自体がこの 60～70 年ほどの間に大きく変化した。これらの変化が従来の人々
が求める生活機会充実の内容そのものにも影響を与えた可能性がある。 
 

（3）佐賀平野下流クリーク地帯農村の水路利用と管理についての研究成果 
佐賀平野での調査では、有明海に面した地域（上流山間部か

ら有明海にいたるまで）をひとつの「水社会」ととらえ、水を
めぐる秩序の変遷について明らかにすることである。ここでは、
①佐賀平野の農業地帯（佐賀市川副町西古賀）における生活用
水用の堀の利用・管理の変化および住民の堀（水路）に対する
評価、②佐賀平野全体の水に対する秩序の現在的な特徴につい
ての調査結果を簡単に述べたい。 
西古賀は、圃場整備が始まった 1977 年はほぼすべての家が農

家であり、現在でも多くの世帯が自給用の畑をもつ地区である。集落内を流れる堀には、南北
に、上流部のダムから有明海まで続く 3本の国営幹線用排水路がある。東西を結ぶ水路は、か
つても現在も、それらをつなぐ幹線水路の水量によって流れの方向を変えていた。これらの堀
（水路）は、農地や集落内に縦横に張り巡らされ、用水と排水の区別なくつながっていた。図
は、西古賀地区の老人クラブの集会(2016 年 11～12 月)にてフォーカス・グループ・ディスカ
ッションを行って作成した、かつての堀（水路）の形状と主な用途を示したものである。生活
様式の近代化や堀の用途の変化によって、堀の一部埋立て
も進んでおり、その変化も地図化している。 
表は、落内を流れる水路のうち利用が重なった 5 ポイン

トの堀について、住民の評価(きれいを 1 として 10 段階)、
利用用途の変化を示したものである。最下行には、現状に
ついての参与観察の結果も記録している。これらの結果か
らは、かつての水が流れていた状態を知っている高齢者た
ちでさえ、現在の水の汚れに関する関心が低いことがうかがえる。調査では、下水道整備と排
水の問題も今後の課題としてうかびあがった。 
また、平野全体をみると、江戸時代の成富兵庫茂安によって築かれたという、水を介した社

会秩序は、現在でも形を変えて続いているように見える。その事例として注目されるのは、海
沿いの干拓地の住民と上流部の山村地域の農業をとおした交流の復活、海苔養殖に配慮した市
の下水処理場や国営ダムからの放水と海苔養殖の新たな関係構築の動きなどである。 
以上、農村の生活の変容とともに、農地造成、米の増産という悲願を地域全体で共有してい

た時代から、ノリ養殖の経済的な重要性が高まる時代に移り、国全体としての有明海の環境へ
の関心がたかまるなど、水路に関する外部的な状況が変わるなかで、堀（水路）の役割や利用
管理のあり方も大きな影響を受けていることがあきらかにされた。佐賀平野調査の結果は、西
古賀集落の集会にて報告会を行った（2017 年）。また、現在佐賀大学農学部彙報（年報）に投
稿中である。 
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